
働きながら介護をする人たち
仕事と介護の両立支援

全ての企業に知ってもらいたい両立支援のアクション
経済産業省ガイドライン
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１．仕事と介護をめぐるパラダイムシフト
 ２０４０年代後半には、「団塊ジュニア（約８００万人）」が後期高齢者になる一方で、第一線で働く人
数の少ない現役世代が、公私にわたって高齢者を支える構造へ。

 共働き世帯の増加というライフスタイルの変化と、企業における人材不足が慢性化している中、仕事と介
護を巡る認識を今一度改める必要がある。

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン
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2．仕事と介護の両立困難による影響
 家族介護の必要性は誰しもに発生しうるライフイベントであるが、予測が困難
 仕事と介護の両立が困難になることにより、従業員の業務パフォーマンスにも影響が生じ、企業活動その

ものにも影響が及ぶため、全ての企業が両立支援を行うことを想定すべき

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン －入門編－
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３．仕事と介護の両立支援を巡る社会的背景
企業規模別での経済損失試算

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン
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４. 経営戦略としての仕事と介護の両立支援の重要性
 企業価値の向上や、事業・組織運営のリスクマネジメントを行う観点から、仕事と介護の両立支援を経営戦
略の中に位置づけることの意義は大きい。

企業価値向上に向けて（人的資本経営の実現）

 中⾧期的な企業価値向上に向けて、人的資本経営の一環
として、「仕事と介護の両立」についても改めて、経営
戦略と連動した人材戦略の一部として位置づけていくこ
とが重要

 こうした人的資本に関する取り組みがすすむことにより、
「健康経営」や「DE&I（ダイバーシティ、エクイティ＆
インクルージョン）の文脈においても効果がある

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

介護のための施策ではなく、他の経営テーマに介護を含めていく
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①企業経営としての仕事と介護の両立の重要性
 持続的な事業・組織運営におけるリスクマネジメント

 晩婚・晩産、単身世帯や共働きの増加、核家族化
など、ライフスタイルが多様化する日本社会にお
いては、世代や性別を問わず、全ての人が家族の
介護に直面する可能性があるため、従業員の年代
構成に関わらず、仕事と介護の両立支援はすべて
の企業が取組むべき重要な課題である。

 優先的に取組むべき支援や施策の具体的な内容は、
従業員の年齢層や企業規模によってバリエーショ
ンがある。 例えば、組織内に占める従業員の
40～50代が多い場合は、当然ながら介護の必要
が生じる可能性が高くなり、一般的に管理職・経
営層が多い年齢層であることや、特に中小企業で
は、代替人員の確保が容易でないため、企業活動
に与える影響は大きいことが懸念される。

 人材戦略としてのビジネスケアラー支援は、個人
のキャリア継続だけでなく、持続的な事業・組織
運営におけるリスクマネジメントとなる。

５．企業経営としての仕事と介護の両立支援の重要性
人材不足に対するリスクマネジメントとして

 ライフスタイルが多様化する日本社会においては、従業員の年代構
成にかかわらず、仕事と介護の両立支援は全ての企業が取り組むべ
き重要な課題

 人材戦略としてビジネスケアラー支援は個人のキャリア継続だけで
なく、持続的な事業・組織運営におけるリスクマネジメントとなる

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

特に従業員の40～60代が多い場合、企業活動への
影響が大きい
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６．仕事と介護の両立支援が企業に与える影響
 それぞれの企業が、仕事と介護の両立支援が与える自社への影響を整理・分析することで、自社における仕

事と介護の両立の意義や重要性が可視化される。

両立支援を講じないことによるリスク 両立支援を講じることによるリターン

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン
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７．仕事をしながら介護に従事する従業員の実情・企業への期待

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン －入門編－

 仕事と介護の両立に関する従業員への実情を認識したうえで、仕事と介護を両立するための適切な施策の検
討・取り組みを講じることで、従業員が自分の能力を最大限に発揮できる環境を提供できる。
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 個別面談の際に聞き取ること

出所:厚生労働省 企業における仕事と介護の実践マニュアル 2015

①属性:役職、雇用形態 (正規社員、非正規社員、パート・アルバイト）

内容例項目例
• 介護をした経験があるか、どのように関わったか
• 現在介護をしているか、どのように関わっているか
• 介護していることを勤務先に相談しているか
• 今後家族を介護する可能性、主たる介護者になる可能性はあるか

介護離職の
有無・可能性

• 介護することについてどの程度不安を感じるか
• 介護に関してどのような不安を感じるか

介護に関する
不安

• 介護をしながら現在の仕事を続けることができると思うか
• 介護することになった場合、どのような働き方が望ましいと思う

か
• 介護休業に対する考え方

介護中の働き方
に対する意識

• 公的介護保険制度の被保険者か
• 公的介護保険制度について知っているか
• 地域包括支援センターについて知っているか
• 勤務先の両立支援制度を知っているか

制度の認知度

内容例項目例
• 残業の程度
• ⾧時間労働の制限や業務効率化のために、自分自身がやって

いること
労働時間

• 年次有給休暇の取得状況休暇

• 介護のことについて、職場の上司や同僚に相談できる雰囲気
があるか

• 上司、同僚、部下とのコミュニケーションは円滑か
コミュニケーション

③仕事や職場の状況②介護に関する状況

0000119918.pdf (mhlw.go.jp)

７．仕事をしながら介護に従事する従業員の実情・企業への期待
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８．企業で生じている介護両立支援を巡る負のサイクル
 介護は初期的な対応を行うことで、一定程度マネジメント可能な課題であり、早期に対応することでリスク回避できう
るが、企業内では取り組みが進みづらい構造的課題が存在。

 負のサイクルを断ち切るため、まず経営者がコミットメントすることで、組織内の機運を醸成することが重要

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン



13

９．企業が取り組むべき介護両立支援のアクション
 経営層自身がコミットメントをしつつ、社内で講じられる施策状況等も把握しておくことが必要。

 また、社内だけでなく、ステークホルターや地域などの外部との対話・接続も重要

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン
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９．企業が取り組むべき介護両立支援のアクション
 経営層自身がコミットメントをしつつ、社内で講じられる施策状況等も把握しておくことが必要。

 また、社内だけでなく、ステークホルターや地域などの外部との対話・接続も重要

出所:経済産業省 仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

中小企業が取り組むべき事項

 個人面談の実施
• 社内の介護状況をしっかり

把握できているか

 人事戦略の具体化
• 介護を行う従業員が活躍でき

るよう人事戦略を設定してい
るか

 適切な指標の設定
• 仕事と介護の両立に関して適

切な指標を策定しているか

 研修の実施
• 自社内で研修が実施出来ない

場合、外部のリソースを把握
しているか

 相談先の明示
• 社内や外部の相談先やプロセ

スを従業員に明示的に伝えら
れているか

 基礎情報の提供
• 介護保険制度など基礎的な情

報をプッシュ型で適用できて
いるか

 経営者自身が知る
• 「介護」を知り、企業活動へ

の影響の可能性を認識してい
るか

 経営者からのメッセージ
• 仕事と介護の両立施策推進に

向けて、ポリシーを発信して
いるか

 推進体制の整備
• 両立施策推進体制（担当役員/

担当者の指名）を整えている
か

 個別相談の充実
• 1 on 1, 管理職・人事との3社面談の実施
• 行政、地域包括支援センター等外部のリソースを

把握しているか

 コミュニティの利用
• 精神的負担を軽減するため、地域包括支援セン

ター等で開催する家族介護者の会に参加し、介護
経験者同志交流会情報の提供

 人事労務制度の充実
• 法定の制度を組み合わせて柔軟な働き方の推進
• 福利厚生による経済支援等

 効果検証
• 各種施策の実施効果について、KPI達成状況を踏

まえた検証

ポイント:
自社内ですべて
賄うのではなく、
行政や地域の資
源を利用しま
しょう
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